
賛助会（寄付）会員名簿

株式会社 アイ・エイチ・アイマリンユナイテッド

アイワ印刷株式会社

株式会社アクト

株式会社アサツーディ・ケイ

株式会社淺沼組

アジア海洋株式会社

石川島播磨重工業株式会社

泉産業株式会社

株式会社伊藤高壓瓦斯容器製造所

栄光電設株式会社

株式会社エス・イー・エイ

株式会社ＮＴＴデータ

株式会社エヌ・ティ・ティファシリティーズ

株式会社MTS雪氷研究所

株式会社ＯＣＣ

オートマックス株式会社

沖電気工業株式会社

株式会社オーケービーリアルティシステム

海洋電子株式会社

株式会社化学分析コンサルタント

鹿島建設株式会社

カネダ株式会社

カヤバ システム マシナリー株式会社

川崎設備工業株式会社

株式会社川崎造船

株式会社環境総合テクノス

株式会社関電工

株式会社キュービック・アイ

共立管財株式会社

極東貿易株式会社

株式会社きんでん

株式会社熊谷組

株式会社クロスワークス

株式会社グローバルオーシャンディベロップメント

ケイジーケイ株式会社

京浜急行電鉄株式会社

ケー・エンジニアリング株式会社

KDDI株式会社

神戸ペイント株式会社

国際気象海洋株式会社

国際警備株式会社

国際石油開発株式会社

国際ビルサービス株式会社

小倉興産株式会社

五洋建設株式会社

相模運輸倉庫株式会社

三建設備工業株式会社

株式会社三晃空調

三洋テクノマリン株式会社

株式会社ジーエス・ユアサ テクノロジー

財団法人塩事業センター

ジオテクノス株式会社

有限会社システム技研

シナネン株式会社

清水建設株式会社

株式会社商船三井

株式会社湘南

昭和ペトロリューム株式会社

株式会社白石

社団法人信託協会

新日本海事株式会社

新日本製鐵株式会社

新菱冷熱工業株式会社

須賀工業株式会社

鈴鹿建設株式会社

スプリングエイトサービス株式会社

住友電気工業株式会社

清進電設株式会社

西武造園株式会社

セナー株式会社

セントラル・コンピュータ・サービス株式会社

株式会社総合企画アンド建築設計

株式会社損害保険ジャパン

第一設備工業株式会社

株式会社大気社

大成建設株式会社

大日本土木株式会社

ダイハツディーゼル株式会社

大陽日酸株式会社

有限会社田浦中央食品

高砂熱学工業株式会社

株式会社竹中工務店

株式会社竹中土木

株式会社地球科学総合研究所

中国塗料株式会社

株式会社鶴見精機

株式会社テザック

寺崎電気産業株式会社

電気事業連合会

東亜建設工業株式会社

東海交通株式会社

洞海マリンシステムズ株式会社

東京海上日動火災保険株式会社

東京製綱繊維ロープ株式会社

東北環境科学サービス株式会社

東北ニュークリア株式会社

東洋建設株式会社

東洋通信機株式会社

株式会社東陽テクニカ

東洋熱工業株式会社

戸田建設株式会社

飛島建設株式会社

有限会社長澤工務店

株式会社中村鉄工所

奈良建設株式会社

西芝電機株式会社

西松建設株式会社

日南石油株式会社

日油技研工業株式会社

株式会社日産セキュリティ･サービス

日新火災海上保険株式会社

ニッスイ・エンジニアリング株式会社

ニッセイ同和損害保険株式会社

日本SGI株式会社

株式会社日本海洋科学

日本海洋掘削株式会社

日本海洋計画株式会社

日本海洋事業株式会社

社団法人日本ガス協会

日本興亜損害保険株式会社

日本サルヴェージ株式会社

社団法人日本産業機械工業会

日本水産株式会社

日本電気株式会社

日本飛行機株式会社

日本ヒューレット・パッカード株式会社

日本無線株式会社

日本郵船株式会社

株式会社間組

株式会社ハナサン

濱中製鎖工業株式会社

東日本タグボート株式会社

株式会社日立製作所

日立プラント建設株式会社

深田サルベージ建設株式会社

株式会社フジクラ

藤沢薬品工業株式会社

富士ゼロックス株式会社

株式会社フジタ

富士通株式会社

富士電機システムズ株式会社

物産不動産株式会社

古河総合設備株式会社

古河電気工業株式会社

古野電気株式会社

松本徽章株式会社

株式会社マリン・ワーク・ジャパン

株式会社丸川建築設計事務所

株式会社マルタン

株式会社マルトー

三鈴マシナリー株式会社

株式会社みずほ銀行

三井住友海上火災保険株式会社

株式会社三井住友銀行

三井造船株式会社

三菱重工業株式会社

株式会社三菱総合研究所

株式会社明電舎

株式会社森京介建築事務所

有限会社やすだ

株式会社ユアテック

郵船商事株式会社

郵船ナブテック株式会社

ユニバーサル造船株式会社

株式会社緑星社

若築建設株式会社

独立行政法人海洋研究開発機構の研究開発につきましては、次の賛助
会員の皆さまから会費、寄付をいただき、支援していただいておりま
す。（アイウエオ順）
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今回は地球温暖化と気候予測研究とい

う特集を組んでみました。いかがだった

でしょうか？　地球温暖化の実態を把握

し、気候変動の将来予測や影響評価など

を行うことを目的に、1988年に設立さ

れたIPCC（気候変動に関する政府間パネ

ル）の第四次評価報告書（2007年採択

予定）に向けて、我々機構も「地球シミ

ュレータ」を利用した高精度な温暖化の

予測研究成果も次々に発表して、世界の

注目を集めています。

っていますか？」という質問に対して、

彼女は「世界中の子供達の笑顔が減って

いますね」と答えていました。私は、こ

れを聞いて「京都議定書」のことを連想

してしまいました。地球温暖化をはじめ

テロや貧困など、今の世界の様々な負の

遺産を背負い込むのは、言うまでもなく

子供達の世代であり、温暖化によって生

じる様々な社会問題も彼らが大人になる

ころに顕在化してくると思われます。

「京都議定書」の第2約束期間（2013

年以降）に関する国際交渉は、2005年

末までに開始される予定と聞いていま

す。子供達の笑顔を取り戻すためにも、

米国や途上国の参加を確保して、真に

実効性のある取り決めへと発展させる

必要があります。そのために、我々に

何ができるか真剣に考えてみたいと思

っています。

第6回全国児童「ハガキにかこう海洋

の夢絵画コンテスト」の上位入賞作品

を掲載した海洋研究開発機構特製の卓

上カレンダー「2005 海洋の夢カレン

ダー」が作成されました。全国の小学

生から送られてきたたくさんの作品の

なかから選ばれた、夢あふれる素晴ら

しい絵画が毎月のカレンダーに添えら

れています。

今回は、この2005年の卓上カレンダ

ーを、抽選で10名様にプレゼントい

たします。

2005 海洋の夢カレンダー

※本書掲載の文章・写真・イラストを無断で転載、複製することを禁じます

応募方法
官製ハガキに、1.プレゼントの品名、
2.氏名、3.住所（郵便番号も含む）、4.
年齢、5.職業（学生の方は学年）、6.電
話番号、7.いちばん興味を持った記事、
8.『Blue Earth』へのご意見・ご希望
を明記の上、下記までご応募ください。
応募締め切りは、2005年1月20日
（木）当日消印有効です。なお、当選者
発表は発送をもってかえさせていただ
きます。

応募先　

〒236－0001

神奈川県横浜市金沢区昭和町3173－25

海洋研究開発機構 横浜研究所

情報業務部 情報業務課　

『Blue Earth』編集室プレゼント係

（T.T）

Blue Earth 2004 11/1240

先般ロシアが二酸化炭素の排出目標を

決めた1997年の気候変動枠組条約第3

回締約国会議（COP3）で採択された

「京都議定書」を正式に批准し、いよいよ

発効する運びとなりました。しかし、米

国はブッシュ政権が誕生するや否や「京

都議定書」から離脱したり、近年経済発

展の著しい中国やインド等は削減義務を

負わなくてよくなったり、国と国の排出

権取引が認められるなど、「京都議定書」

は多くの問題を抱えたままでの船出とな

りました。

先日ラジオ番組を聞いていましたら、

「横浜人形の家」館長の兼高かおる氏（昭

和34年から平成2年までテレビで放映さ

れた「兼高かおる世界の旅」で有名）が

インタビューに答えていました。インタ

ビュアーの「旅行番組で世界各地に旅行

した時代と現在の世界とを比べて何が違


